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発売後10年の製品の顧客数を3倍にする方法
停滞期乗り越え、顧客獲得ペースを再加速
2013年3月8日（金）　 谷島 宣之


　1999年に発売した製品をこつこつ売り続け、7年後の2006年度に顧客数を500社超にできた。ところが停滞期に入ってしまい、2010年度まで4年間で200社程度しか増やせなかった。2011年から製品の売り方を改めたところ、2年間で300社を獲得し、2012年末に顧客数1000社超を達成した。
　獲得した顧客数を年数で割ると、当初の7年間は年間70社を顧客にできていたが、停滞期になると50社前後に減った。2011年からの再成長期には年間150社超を獲得できており、「発売後10年たった製品の（年間獲得）顧客数を3倍に」した計算になる。
　この製品は「Biz/Browser（ビズブラウザ）」と呼ぶソフトウエアで、アクシスソフトが開発し販売している。製品名は英語で会社名は片仮名でそれぞれ表記されているが、純国産ソフトである。ブラウザといってもインターネット閲覧ソフトではない。インターネットブラウザと同じ仕組みを使って、販売管理や物流管理など業務処理アプリケーション画面を表示して動かすためのソフトだ。
　インターネットブラウザ上あるいは同じ仕組みの上で複雑な画面を動かしている状態を「リッチクライアント」、それを実現するソフト製品を「リッチクライアントツール」と呼んだりする。もともとWebサイトのテキストを閲覧するために作られたブラウザに、データ入出力やグラフィカルな表示といった「リッチ」な機能を提供するという意味である。
　1999年発売のBiz/Browserはリッチクライアントツールの草分けだったが、この領域には海外の大手IT企業が参入している。日本のソフト製品市場の変遷を振り返ると、純国産の良い製品がある程度まで受け入れられるものの、最後は海外製品に席巻されてしまうことが多かった。停滞期を乗り越え、1000社の顧客を獲得したBiz/Browserは健闘していると言えるだろう。
競合が来ない市場に絞り込む
　顧客数を2011年から急増できた理由として、「製品の売り方を改めた」と冒頭に書いた。もう少し詳しく書くと「製品コンセプトを見直し新しいコンセプトに合わせて製品を改良し売り方を改めた」となる。
　2011年から打ち出した新コンセプトは、「Biz/Browserが日本の業務を変える」というもの。これに合わせてBiz/Browserを「業務改革の推進プラットフォーム」と呼び、「脱リッチクライアント」を宣言した。画面を作成して動かす機能ではなく、その結果もたらされる業務改革という効果を強調するようにしたわけだ。
　新コンセプトを打ち出すとともに、売り込み先として企業の情報システム部門を優先した。情報システム部門は販売や生産あるいは物流といった、業務処理アプリケーションの開発や維持管理を担当している。重要な部門ではあるが派手さは無く、昨今はコスト削減を迫られがちである。
　つまり「日本の業務を変える」「業務改革の推進」といった一見すると大仰なコンセプトを打ち出しながら、実際には売り込み先を絞り込んだ。これから投資が見込まれる新たな領域が別にあったにもかかわらず、あえてそこを狙わなかった。
　新たな領域とは、電子商取引やモバイル端末の利用による営業支援といった、ビジネスに直結する攻めのアプリケーションを指す。こちらは情報システム部門ではなく、事業部門あるいは企画部門が主導して準備することが多い。
　電子商取引やモバイル端末の利用は話題になる派手な案件と言える。こうした案件を獲得しようとリッチクライアントツールのメーカー各社は「ここまでリッチな表現ができます」と最先端の機能を強調している。
　Biz/Browser事業の責任者である野田伊佐夫アクシスソフト副社長は、新コンセプトを打ち出しながら、狙う領域を絞った理由を次のように説明する。
　「リッチクライアントツールだと名乗り続けると、最先端のきらびやかな機能の競争を世界の大手IT企業に対抗して続けなければならない。それよりも業務処理に欠かせない機能の強化を優先することにした。他社は業務処理の領域を狙ってこなかったので、競合がほとんど無い状態にいられた」
狙いは「合意形成」にあり
　市場を絞り込むのは良いとして、画面を作成して動かすソフトが「業務改革の推進プラットフォーム」になるとはどういう意味なのか。これは企業や組織が業務改革を推進する際の「合意形成」に、Biz/Browserを役立ててもらうことを指す。
　もう少し狭めて言うと、業務処理アプリケーションの利用者同士の合意形成である。何らかの業務改革を進めるにあたっては、業務処理アプリケーションを新規に導入したり既存のものを修整する必要があり、そのために利用者の合意を取り付けなければならない。
　通常は情報システム部門が各業務部門から要望を聞いて取りまとめ、アプリケーションを開発ないし修整するIT企業に伝えるのだが、残念ながらなかなかうまくいかない。IT企業が業務処理アプリケーションを納品、実際に利用する段階になって、「こんなものは使えない」と業務部門が言い出すことがしばしばある。
　Biz/Browserを使えば、情報システム部門が操作画面を先に作って業務部門に見せられる。仮のデータを入れて画面の動きを検証する機能があるので、各業務部門は実際の業務処理アプリケーションを使っているつもりで画面とその動作を評価し、「この流れでは使いにくい」「ここでこのデータを先に入力したい」と言った意見を出せる。
　その意見に基づいて画面やその動き方を修整し、「これなら使える」「業務をきちんとまわしていける」といった合意を取り付けてからIT企業に発注する。そうすれば納品後に「使えない」という声が出る事態を避けられる。
　野田副社長は「論点となる業務について、業務部門のキーパーソンの合意を形成できれば確実に業務改革を進められる」と言う。「論点となる業務」とは改革の対象となっている業務や新規に付け加える業務、あるいは標準化する業務を指す。
　操作画面とその動き方には業務処理の狙いが反映されているので、画面を確認すれば狙いを確認できる。狙い通りの画面になっていても、実際に操作してみると使いにくく本番に適さないこともあるが、その点についても事前に検証できる。
　アクシスソフトは業務改革の合意形成にBiz/Browserを使う手順をまとめた資料を作り、情報システム部門に提供するようにした。さらに業務改革の推進プラットフォームとして使っている実例も資料にして、Biz/Browserの販売代理店に紹介している。
機能強化の方針が明確に
　製品そのものについては、新コンセプトに合わせたBiz/BrowserVと呼ぶ新版を開発し、2011年から出荷した。Excelのような表計算の書式で入出力を可能にするなど、業務処理に役立つ機能を色々と盛り込んでいる。さらに2012年には、スマートフォンやタブレットの画面を開発できる製品を追加した。
　実は2006年度に顧客数が500社を超えて以降、どこに着眼して製品を強化していくか決めきれない時期が続いていた。業務処理分野に絞り込むことで機能強化や製品系列拡大の方針を明確にできた。
　製品開発チームのリーダーは、1999年に出した初版の開発に関わったエンジニアが務めている。このエンジニアは2006年からBiz/Browser関連の全技術を把握し、製品本体と関連製品、さらにスマートフォンやタブレットといったモバイル版の開発を指揮している。初版開発時のリーダーは退社しているが、技術は継承しているという。
顧客の利用方法を見て売り方を変える
　競合が少ないとはいえ、業務処理アプリケーションの領域に狙いを絞る方針を、アクシスソフトはどうやって思いついたのか。野田副社長は「長年のお客様の使い方に乗らせていただいただけ」と説明する。
　以前からBiz/Browserを使っている顧客の中に、合意形成に役立てている例があった。使いやすい画面を作る目的で購入した顧客が、「画面のプロトタイプができたから確認してもらおう」と業務部門に見せたところ、開発のやり直しを減らせた。その顧客は業務処理アプリケーションを導入する際には必ず、Biz/Browserで画面を早めに作って検証するようにした。
　「合意形成に使っているお客様の成功パターンを見てこれだと思った」と野田副社長が気付けたのは、情報システム部門で仕事をした経験があったからだ。自分で体験してきたので、情報システム部門が何に困っているかよく分かるという。
　野田副社長は建設会社の情報システム部門で業務処理アプリケーションを手がけた後、システムコンサルティング会社の豆蔵に転職。豆蔵がアクシスソフトを傘下に入れたため、アクシスソフトの副社長に就任した（豆蔵は2009年8月にアクシスソフトに資本参加、2011年6月に子会社にした）。
　「新コンセプトを打ち出す前から、かゆい所に手が届く製品にBiz/Browserはなっていた。複雑な操作画面を実現したいとか、データ入出力の応答を速くしてほしいといった、お客様の厳しい要望に応えてきたからだ。後はBiz/Browserをどう見せていくか、箱とリボンの工夫だった」
　当たり前の事だが、国産ソフト製品の開発者は日本にいる。顧客の要請をすぐ聞いて製品を改良できるため、「かゆい所に手が届く製品」を育てやすい。ただし海外顧客の「かゆい所」は日本顧客と違うため、海外にはなかなか売り込めない。
　したがってある程度の数の日本企業に売り込んでしまうと、そこからビジネスを伸ばせなくなりがちだった。顧客の「厳しい要望」に応えることで利益もなかなか増えない。そこに世界中で拡販し、高い利益率を誇る欧米のIT企業が乗り込んでくると太刀打ちできない。これが国産ソフト製品が市場で大きなシェアをとれない理由だった。
　しかしアクシスソフトの場合、それまでとは違う目で製品を見直し、新コンセプトやそれに沿った利用手順や提案資料という「箱とリボンの工夫」によって、成長軌道に戻すことができた。
　顧客を1000社抱えられれば、厳しい要望に応え続けながら利益率を高めていけるだろう。しかも業務処理アプリケーションの領域に注力しながら、電子商取引や営業支援など新案件も獲得できるようになりつつある。
　「業務処理アプリケーションを見直していくうちに、『営業担当者にモバイル端末を持たせて現場でデータを入力させてしまおう』といった案件に広がることが増えてきた」（野田副社長）からだ。スマートフォンやタブレットといったモバイル端末の画面を作る製品を準備でき、こうした動きに応える体制も整えられた。
◇　　　◇　　　◇
　「顧客の要請をすぐ聞いて製品を改良できるため『かゆい所に手が届く製品』」を作れるものの、「海外にはなかなか売り込めない」と先に書いた。ソフトウエアに限らず何らかの製品を作っている日本企業が抱える課題である。
　足下の日本の市場をよく見て、製品のコンセプトや売り方を再考し、それに合うように製品を強化する。アクシスソフトの取り組みは課題を解く一つのやり方と言える。
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